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台湾の介護サービスとホームヘルパー 

 
陳 真鳴 

 
はじめに 

第１節 台湾政府による介護保険の準備と介護労働力政策 

第２節 台湾人ヘルパーと外国人ヘルパーの比較 

第３節 台湾における介護保険導入に必要な労働力の分析 

終わりに 

 

（要 約） 
現在、台湾で介護保険を導入する準備が進められている。ドイツ及び日本の介護保険を参考にすれ

ば、台湾での介護保険導入は比較的容易に進むように思われる。しかし、台湾の場合には住み込みの

介護者として働いている外国人ヘルパーの扱いが課題となる。台湾政府はこれを段階的に締め出し、

政府が育成する台湾人ヘルパーに置き換えようとしている。これに対して本稿では、外国人ヘルパー

には住み込みヘルパーとして、台湾人ヘルパーには訪問ヘルパーとしての資格を与え、両者の職域を

確立し、外国人ヘルパーを削減すべきではないと提唱する。その根拠を要介護者数とヘルパー数との

関係で分析し、住み込み外国人ヘルパーを雇用する要介護者の人数に応じて、それ以外の要介護者に

台湾人訪問ヘルパーを充当することが可能になるとの結論を導いた。 
 

はじめに 

 

台湾は 1993 年に高齢化社会となった。2005 年 12 月の統計では、人口 2277 万人のうち 221
万人が 65 歳以上であり、老年人口割合は 9.6％である。高齢者の 33 万 8 千人（15.3％）が要介

護者であり、 その 60.6％は重度の要介護者である。20 年後には現在の日本の水準に達すると予

想されている1。近い将来、家族扶養や介護の限界が露呈することが予想されており、台湾でも日

本と同じように介護の社会化の問題に直面することは必至である2。 
このような状況下で台湾政府は介護保険制度の導入を検討しており、パイロット事業として、

2001 年 9 月から 2003 年 9 月まで「建構長期照護體系先導計劃（台湾における介護保険制度の実

験的運用計画）」3を実施した。既にドイツ及び日本で実施されている介護保険を参考にすれば台

湾での導入はスムーズに進行するとも考えられるが、台湾の場合には、外国人介護労働者の存在

という独自の問題局面が存在する。この点に関して、台湾政府は住み込みの介護者として働いて

いる外国人ヘルパーを段階的に締め出し、今後、計画的に育成する台湾人ヘルパーに置き換える

という基本方針を明確にしている4。しかし、実際には年々外国人介護者は増加しており5、その

需要は大きいことが示唆される。従って、政府の外国人ヘルパー削減路線が適切であるかどうか

は検討を要する重要な課題であると考える。 
本稿では、台湾における介護の現状を示しながらそこに存在する問題点を明らかにし、台湾に

必要な介護サービスについて論ずる。 
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第１節 台湾政府による介護保険の準備と介護労働力政策 

 

１．介護保険制度の準備 

陳水扁は 2000 年の総統選挙で国内の失業者の雇用を促進するために、介護を新たな一つの産

業として捉え、本国人を育成させて外国人ヘルパーを縮減する方向性を示した6。介護に関する「福

祉」と「産業」を整備する背景には、急速に少子高齢化が進む中で、介護は個人的な問題だけで

はなく社会のサポートなしには解決できない状況になっていることに加えて、1995 年以来の国内

外の景気低迷による経済社会情勢の悪化によって、労使紛争が増加し、倒産に追い込まれた企業

も出て失業率が高まっていることなどがある。 
現在、台湾政府は本格的に介護保険を導入する計画を進めており、その運用のシミュレーショ

ンとして、2001 年 9 月にパイロット事業である「建構長期照護體系先導計劃（台湾における介

護保険制度の実験的運用計画）」を始め、2003 年 9 月に完了した。このプロジェクトは内政部（日

本の内閣府に相当）と衛生署（日本の厚生労働省に相当）が台湾大学の呉淑瓊教授に委託した実

験的研究である。その理念には「在地老化」の政策方向を掲げており、これは、住民が居住して

いる各地域で介護サービス資源を発展させることを意味する。良いサービスが要介護者の居住地

近くに提供され、要介護者とその家族が地域で尊厳を持って独立した生活ができる環境を作り、

地域の資源を有効に活用して、生活の質を向上するというものである。この 3 年間に渡る試行で

明らかになったことは、要介護者の需要に比べて施設やマンパワーが不足しており、サービスの

供給と利用は都市部に偏在しているということであった。そこから介護制度における地域格差、

交通手段、環境整備、マンパワーの確保、介護機器の開発という問題が浮き彫りにされた7。 

 
２．台湾の介護労働力の現状と問題点 

ここでは、まだ介護保険制度が実施されていない現時点での台湾の介護サービスについて述べ

る。家族による介護が中心的であり、それを支えるものとして、公的措置サービス、民間事業所

による有料の在宅サービスと施設サービスがある。 

 

（１）家族による介護 

1997 年に改正された老人福祉法8では、親の扶養と介護は子の義務として位置付けられている。

また、儒教思想の強い国であるため親を施設や老人ホームに入所させることには強い抵抗を持つ

という傾向もあり、台湾では家族による在宅介護に中心が置かれているが9、家族のいない一人暮

らし老人の場合はやむを得ず施設に居住することがある。高齢者の生活形態は「子と同居」が

64.3％、主な所得源は「子からの仕送り」が 47.1％となっている10。扶養については台湾の平均

的な生活水準からすれば各世帯が親の生活費を負担することはそれほど難しくはない。しかし、

介護が必要となった場合、重症度に応じて介護労働に伴う肉体的、精神的負担も大きくなる。台

湾で家族介護の担い手となっているのは 8 割が女性である11。女性が職業を持っている場合には

それを辞めて介護に専念することもあるが、女性のキャリア志向が高いほど、介護の担い手は深
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刻な問題になる。老夫婦のみの世帯は老人人口の 19.5％、老人世帯の独居者は 2.1％であり、そ

のうち低収入老人が 28.2％である12。家族形態によって必要となる介護サービスは異なり、台湾

の介護保険を考える上では、家族形態に併せたサービス給付を検討する必要性がある。 

 
（２）公的措置サービス 

この公的措置サービスを利用するためには、社会局で収入に関する資格調査を受け、衛生署で

障害の重症度の調査を受けることが必要である。公的介護措置サービスの対象者は重度の要介護

者に限定されている。措置サービスを受給するには要介護者本人だけでなく扶養義務者の所得や

資産等の調査があり、その収入と本人の要介護度に応じて介護サービスの利用が決まってくる。

また、受給できる介護サービス内容は行政が一方的に決定し、利用者側に選択の権利はない。低

収入者の基準は社会救助法を基にして、家庭の総収入（仕事の収入、資産収益及びその他の収入）

が一定額以下の者と定義され、その額は各都市によって異なっている。2005 年の各都市の平均は

8,770 元（31,572 円）以下であり、台北市では 13,562 元(48,823 円)、高雄市では 9,711 元（34,960
円）となっている13。 

2000 年に始まった措置サービスは施設介護と在宅介護に分けられる。施設介護には医療型の長

期介護施設（日本の特別養護老人ホームに相当）と養護介護施設（日本の養護老人ホームに相当）14

と社会福祉型の安養施設（日本の軽費老人ホームに相当）15があり、在宅介護のサービスには家

事サービス、訪問看護、訪問リハビリテーション、デイケア、ショートステイ、現金給付が含ま

れる。2002 年 5 月から 2007 年 12 月まで試験的に低収入の重度認知症老人16と心身障害者17を対

象者にして行政院の社会局と衛生署が次のような介護サービスを実施している。 
社会局は毎月 16 時間以内の在宅サービスを無料で給付し、17 時間から 36 時間の利用の場合

はその 50％を社会局が負担し、利用者が 50％を自費負担することとしている。それ以上の時間

数を超えて利用する場合には 1 時間 180 元(648 円)で 100％自費負担となる18。在宅サービスでヘ

ルパーとして実務に当たっているのは台湾人ヘルパーであり、2002 年から 2005 年末までの実働

台湾人ホームヘルパー数は 3、293 人であった19。 
衛生署は「入院の看護費」を給付しており、中収入者の場合には毎日 750 元（2,700 円）、低収

入者では毎日 1,500 元（5,400 円）である。一方、入院や介護サービスを利用せず、外国人介護

者を雇用していない、家族介護をする低収入で重度の要介護者に対しては、2004 年 7 月から毎

月 5,000 元（18,000 円）の「老人特別介護手当」が給付されている。 
社会局と衛生署の両局に跨っているため、申請手続きが極めて複雑であるという問題がある。

また地域によって給付水準が異なり、格差が生じるという問題もある20。 

 
（３）民間事業所 

民間事業所は営利を目的として設立した施設で、福祉施設ではない。それは政府によって管理

されており、政府が必要経費と補助金を提供し、サービス業務自体を民間機構に委託するという

ものである。提供している介護サービスは、措置サービス以外の有料サービスであり、無認可外
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国人ヘルパーの派遣と老人ホームの 2 種に分けられる。これらは、社会福祉の受給対象にはなっ

ていない中産階層以上の要介護者或いはその家族が自らの介護需要を私費で解決するために利用

していることが多い。 
外国人ヘルパーの雇用方法は 1992 年 7 月に施行された外国人招聘許可及び管理法21で厳格に

定められている。例えば、家庭で外国人ヘルパーを雇用できるのは、70 歳以上の高齢者もしくは

6 歳以下の子供が 2 人以上いる場合に限られている。外国人ヘルパーの雇用期間は原則として 2
年（3 年までは延長可能）と定められており、基本的に外国人ヘルパーは雇用主と職種を変える

ことは認められていない。 
施設については、民間事業所は老人福祉法第 12 条第 1 項の規定で、老人ホームの経営のみ許

可されている。大型老人ホームの場合は、財団法人の登記を要することが定められ、小型老人ホー

ムは財団法人の場合は、登記は不要である反面、寄付、補助を受け取ることが禁止され、また税

金の優遇措置などは無い。 
公的措置対象外の世帯で介護が必要になった場合、家族介護の代替労働力として住み込みの外

国人ヘルパーを雇う者が増えている。介護を外国人ヘルパーに任せることによって、自らは介護

労働から解放され、職業も続けることができる。労委局（日本の厚生労働省に相当）の調査によ

ると、2005 年末時点で 141,752 人の住み込み外国人が介護を担っている。また、民間の介護施

設で雇用されている外国人ヘルパーも約 5 千人存在している22。外国人ヘルパーの受け入れに関

しては、二国間協定と一律の外国人雇用税制度の組合せを基本として、雇用側からの税金徴収と

協定国の双方の数量コントロールを企図しながら協定を結んでいる。 
政府が労工協定を締結した両国間で民間事業所を通じて外国人ヘルパーの受け入れが行われ

ている。民間事業所の組織運営は政府によって管理されており、政府が必要経費と補助金を提供

し、サービス業務自体を民間事業所に委託するというものである。基本的には職能別団体及び基

金財団が政府の事業をサポートしている。外国人ヘルパーは民間事業所を中心として間接雇用形

態に近いシステムが整備されており、外国人ヘルパーの研修訓練が義務付けられ、共同宿舎によ

る一元管理や共同生活者の相互監視が徹底されている。 
公的な施設には措置対象者しか入れないため、その適用外の人をターゲットとする無認可の民

間事業所が増加傾向にある。違法建築による質や安全性の問題や外国人ヘルパーの就労先斡旋料

搾取の問題がしばしば摘発されている。政府はそれを抑制するために 2001 年 5 月から民間事業

所を通さずに直接雇用する制度を設けた。但し、申請手順や管理等の委細問題で利用者は少なく、

多くの雇用主は民間事業所に頼っているのが現状である23。 

 
３．介護労働力に対する具体的政策 

政府は 2002 年 1 月 31 日に「照護服務産業發展方案」を可決した。この方案では、介護保険の

制度はドイツを参考にし、介護産業は日本を参考にするという方針を明確にしている24。その主

旨は、給付対象は介護を必要とする全ての人であり、介護サービスの担い手に中高年女性、離農

者、原住民等を人材源として台湾人ヘルパーを養成していくというものである。まずヘルパーの
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研修の強化、介護資格制度を行い、次いで介護サービスの雇用機会の発展と違法な外国人ヘルパ

ーを減少させ台湾人ヘルパーに置き換えることにより就業市場を整備するというものである。

2002年から2005年で実働している公認の台湾人ヘルパーが3,293人であり、計画としては2005
年に 5,400 人、2006 年に 5,700 人、2007 年に 6,000 人のヘルパーを養成することにしており、

2007 年末までに総計約 2 万人のヘルパーが存在することになる（表１）25。2005 年度計画の進

行状況をみると 5,400 人を養成することになっていたが、実際に 2005 年に養成されたのは 4,956
人であり、その目標値は実現されていない。 

 
表１ 台湾の 2005 年～2007 年台湾人ヘルパー育成計画    （経費の単位：万元） 

2005 年 2006 年 2007 年       年数 
主催機関 育成人数 経費 育成人数 経費 育成人数 経費 
労委局委員会：一般人 4,200 3,600 4,200 3,600 4,200 3,600 
原住民委員会：原住民 100 60 100 60 100 60 
農民委員会 ：離農者 400 300 400 300 400 300 
内政部：ボランティア 700 800 1,000 850 1,300 850 

合計 5,400 4,760 5,700 4,810 6,000 4,810 
累積台湾人ヘルパー数 8,693  14,393  20,393  
出所：行政院主計処（2005）のデータを基にして、筆者作成。（http://www.dgbas.gov.tw/ct.asp） 

 

外国人ヘルパーを雇う場合には在宅サービスは利用できず、雇用税として月 2,000 元（7,200
円）が課せられ、措置サービス対象の重度要介護者が在宅介護で介護サービスを利用しない場合

には家族介護補助金として月 5,000 元（18,000 円）が支給されることになっている。しかし、現

状では、措置サービス対象外の要介護者は、家族の介護労働力の代替或いは補助として民間事業

者による有料施設或いは外国人ヘルパーに頼らざるを得ない状態が続いており、近年の外国人介

護労働者の増加はそれを反映していると考えられる。 

 

第２節 台湾人ヘルパーと外国人ヘルパーの比較 

 

1. 労働形態の比較 

台湾人ヘルパーは政府の認定資格を持ち、措置制度の介護サービスとして派遣されている。勤

務形態については、住み込みではなく訪問の形で時間単位の計算で平日や昼間に限定されている。

家事サービスと身体介護サービスはそれぞれ担当が異なる。 
外国人ヘルパーは実際には家事、介護、育児等を全て担っていることが多い。比率としては老

人介護 64.1％、家事手伝い 37.9％、心身障害者介護 19.6％、育児 7.2％となっている。勤務形態

は住み込みであり、勤務時間は一日平均 13 時間で、月二回の休暇という契約であるが、夜間や

休日の要望にも対応している26。更に、通常は家族が行うことは許されている痰吸引、傷消毒等

をその代理として外国人ヘルパーが行っている場合もある27。厳密に言えば、これらはヘルパー

の職域を越えていることになるが、あくまでも家族として行っているという建前である。このよ
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うな行為は台湾人ヘルパーでは行われていない。外国人ヘルパーは住み込みであり、家族の代わ

り或いは一員として介護に当たっている場合が多く、通常は痰吸引のような家族には許される行

為も行っているのが現状である。但し、外国人ヘルパーがそのような行為を行って事故が起きた

とき、その責任をどうするかという問題が存在する。 

 
２．経費の比較 

行政院主計処の 2005 年版「台湾家庭収支調査報告」によると、1 世帯平均人数は 3.51 人であ

る28。一般家庭平均所得は月約 98,000 元（352,800 円）、消費支出約 56,000 元（201,600 円）、

残余金約 18,000 元（64,800 円）である。長期介護施設（日本の特別養護老人ホームに相当）に

入所する人の費用負担については月約 34,000 元（122,400 円）掛かる。養護介護施設の（日本の

養護老人ホームに相当）場合は月約 26,000 元（93,600 円）である。 

 

表２ 台湾ヘルパーと外国人ヘルパーのサービス内容、経費の比較 

項目 台湾人ヘルパー（時数勤務制） 外国人ヘルパー（住み込み） 
給与（基本給） 時給 180 元（648 円） 

（資格、経験による） 
月給 15,840 元（57,024 円） 

ボーナス 有り（資格、経験による） 無し 
勤務時間 長 8 時間以内、昼間制 基本 13 時間、住み込む制 
休日 自己調整可能（雇用者との相談） 月 2 日 
給与の交渉 決まりがある 仲介業者に任せる 
往復飛行機代の手当 無し 雇用者が片道の帰国飛行機を負担 
家事の手伝い 無し 有り 
老人の付き添い 有り（家事サービスに含む） 有り 
専門的訓練 有り 場合による 
定期的健康検査 
（半年一回） 

有り 有り 

解雇 可能 不適切者なら交換可能 
仕事の定着性 普通 高い 
雇用者のニーズに 
応える度合い 

決まっている仕事の範囲以内 
しかしない 

高い 

労災保険 自己負担 自己負担 20％ 
健康保険 施設負担 70％ 雇用者負担 70％ 
食事宿泊 自己負担 雇用者全て負担 
出所：行政院社会局老人福祉課「加強推展居家服務實施方案」（2004）（http://sowf.moi.gov.tw）及び 

長青國際開發股份有限公司（http://eversmart.com.tw/main.htm）のデータを基にして筆者作成。 
 

要介護者が一人いて自費でサービス利用する場合、台湾人ヘルパーを 1 日 8 時間で 1 か月利用

すれば、1 時間の利用費 180 元（648 円）×8 時間×30 日＝43,200 元（155,200 円）の私費負担

が掛かることになる。一年に掛かる費用は 518,400 元（1,866,240 円）と推定され、その支出費

用は残余金額より多いことになる。台湾人ヘルパーを雇えば給料の約半分をその利用料に当てる

ことになるため、その家計の負担は大きい。それに対して、外国人ヘルパーは月基本賃金が 15,840
元（57,024 円）と定められている29。外国人ヘルパーと台湾人ヘルパーを比較すると表２の通り
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となる。外国人ヘルパーを在宅で雇用することにより、共働き世帯は家事労働の全般から解放さ

れ、家事、介護、育児等全てにおいて 24 時間対応してくれる比較的安価な外国人を雇用する方

が、遙かに介護疲れ、経済的損失は小さいと考えられる。 
 

３．外国人ヘルパー雇用者の満足度 

介護サービスの提供で大切なことは効率と満足度である。介護サービスに効率的な生産をする

ためには需要と供給のバランスから、介護サービスの 適な価格が形成されることが不可避とな

る。 も競争的な市場ではできるだけ高い価格で売りたいという民間事業所の意向も、また良い

サービスをできるだけ安い価格で買いたいという要介護者の意向もある。介護の場合、要介護者

にとっては一定の質の下でサービスが安定的、継続的に提供されることは極めて重要であり、不

定期的な介護者による介護サービスは、要介護者に大きな不利益を齎す危険もある。例えば、要

介護者の場合は、状態の急激な変化があるので、刻々留意する必要があり、特にニーズとして重

要なのは夜間であり、その対応のシステムが無ければ、在宅ケアが十分なものにはならないので

ある30。 
一方、台湾人ヘルパーの通常の勤務はパートタイム式で、昼間に限定されているので、要介護

者の心身に関する全体像の把握は難しい。台湾人ヘルパーの在宅サービスでは、時間的に断片化

されているので、必要な各種の情報の収集や要介護者の家族像に関する認識が薄く、要介護者の

ニーズを見出し難いという点がある。そのため、要介護者との人間関係が容易に結べない場合も

少なくないので、要介護者との安定な関係が成立できないのである31。 
介護職の仕事内容は多岐に渡るため融通性が求められる。住み込み外国人ヘルパーの場合は、

要介護者が必要としている多様なサービスが提供されるのに対し、台湾人ヘルパーの場合は限定

されたサービスにしか従事しないことから考えると、サービスが断片化され、加えて仕事の定着

性が外国人ヘルパーより低いので、提供されるサービス全体の責任の所在が不明確になっている32。

このような点で台湾人ヘルパーよりも外国人ヘルパーの方が要介護者のニーズに合った労働力と

して満足度が高いと考えられる33。 

 

第３節 介護保険導入に必要な労働力の分析 

 

１．必要となる介護者の推定 

ここでは台湾で日本と同等の在宅介護サービスを行うと仮定して、その場合に必要となるヘルパ

ーの人数を推計する。日本と台湾の高齢者数とヘルパーの人数を表3に示す。高齢化率は日本の方

が高いが、65 歳以上の人口における要介護者の割合は日本 16.3％、台湾 15.3％であり著しい差は

ない。要介護者における重度の割合は日本 11.3％、台湾 60.6％であり、この差は介護度の認定基準

の違いによるものと考えられる。従って、以下に用いる日本の現状を参考値とした台湾における推定

には、要介護者全体に関する指標を用いるのが妥当であり、必要とされるヘルパー数の推定に当たっ

ては、日本における要介護者100人当たりのヘルパー数を台湾における推定に用いる指標とする。 
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表３ 日本と台湾の高齢者数とヘルパー数 
項目 日本（2005 年） 台湾（2005 年） 

人口 127,687,000 人 22,770,000 人 
65 歳以上人口 25,160,000 人 2,217,000 人 
高齢化率 19.5% 9.6% 
要介護者数 4,108,000 人 338,000 人 
65 歳以上人口における要介護者の割合 16.3％ 15.3％ 
重度要介護者数（要介護 5） 465,000 人 200,000 人 
要介護者における重度要介護者の割合 11.3％ 60.6％ 
実働しているヘルパー数＊ 400,000 人 3,293 人 
要介護者 100 人当たりのヘルパー数 9.73 人 1.2 人 
出所：厚生統計協会「国民の福祉の動向」（2006）、4～5、137、 156、180-1 頁。 

台湾行政院労委局統計処のデータを基にして、筆者作成。 
(http://statdb.cla.gov.tw/html/svy91 /9104analyze.htm) 

注 ：日本のヘルパー数は 1～3 級養成研修修了者の合計人数は平成 17 年 4 月で約

400 万人であり、実働をその 10％としている。また、台湾のヘルパーは外国人

ヘルパーではなく、政府公認の台湾人ヘルパーのことである。 
 

2005 年のデータを基に日本の要介護者 100 人当たりのヘルパー数を計算すると、100 人／(要
介護者数 4,108,000 人／ヘルパー数 400,000 人)＝9.73 人であり、台湾でこれと同等の介護サー

ビスを仮定した場合、338,000×9.73／100＝32,887.4 となり、約 3 万 3 千人のヘルパーが必要

ということになる。上述の政府のヘルパー育成計画では 2007 年末に約 2 万人が用意されること

となっているが、もし台湾で日本と同等の介護サービス供給を行い、要支援及び要介護全ての段

階の要介護者に対してサービスを供給する場合には更にあと1万3千人のヘルパーが不足するこ

とになる。これをどのように補うのかという問題が生ずる。 
従って、政府の用意しようとしているヘルパー数では対象者を厳しく限定し、サービス給付量

を減らすことになると考えられる。これでは、介護保険加入者のニーズに応えられないため、そ

の満足度は決して高くないことが予想される。財政との兼ね合いの中で経済効率性を論議する以

前の問題である。公的介護保険である以上は加入者に対して介護のレベルに応じたサービスの提

供がなされなければならない34。確かに日本の介護認定は比較的甘いという感は否定できないが、

認定された要介護者の多様な要求に答えるのが介護保険の使命であろう35。 

 
２．台湾人ヘルパーと外国人ヘルパーの補完性 

介護保険導入に当たって、台湾政府が解決すべき問題はこれまでに住み込みの外国人ヘルパー

を雇用してきた世帯への対応である。政府の構想案では、住み込みのヘルパーサービスは給付対

象にはしておらず、介護保険が導入されても、外国人を雇用している世帯には介護サービスは給

付されないとされている。現在、約 33 万 8 千いる要介護者のうち外国人介護者を雇用している

者は約 14 万 2 千人であり、住み込み外国人ヘルパーの雇用は台湾の一つの介護形態となってい

るという現実がある。これは外国人を私費で雇用する経済力がある者の場合であり、低所得者は

自分自身で介護のための住み込み外国人ヘルパーを雇用することはできず、給付時間の決まって
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いる訪問型の措置サービスを受けている。 
ここで、外国人ヘルパーの扱い、給付サービス内容、必要なヘルパー数などが台湾政府の構想

案通りに達成された場合にどのような事態が生ずるか検討する。外国人ヘルパーを廃止すると、

これまで措置サービスの対象であった要介護者に加えて経済力のある要介護者にも政府の養成し

たヘルパーを派遣することになる。上記で計算したように、必要なヘルパーが不足している状態

で、限りある介護労働力資源を共有する人数が増えれば増えるほど、その配分は減ることになる。 
社会福祉における資源の配分についてParker(1967)は、潜在的にニーズは無限であるが資源は

限られているため希少であるとし、そして、資源が限られていることによって社会福祉供給が直

面せざるを得ない困難について述べている36。社会福祉は自由市場で提供されるサービスからは

はっきり区別される二つの重要な特徴を持つという。一つは、社会福祉は社会や個人が基礎的か

つ必需と考える一定のニーズを充足しようとするものであるが、それを提供するのは高価である、

ということである。二つ目は、社会福祉は価格メカニズムをその配分ないし配分の手段とするの

を概ね避けているにも拘らず、豊富なニーズに希少な資源を調和させるという普遍的な問題は解

決されなければならないのであり、この状況を緩和することのできる唯一の方策は、一部のニー

ドを充足されないまま放置するか、または、資源を増加させることだけである、というものである。 
この方策に従って考えると、台湾でヘルパーが1万3千人不足する状態で介護保険を始めれば、

「一部のニードを充足されないままに放置する」ことになる。この場合の「一部のニード」とは

何か。一つは重度要介護者の必要とするホームヘルプ時間数という量的ニードであり、もう一つ

は、これまで住み込みの外国人ヘルパーを自費で雇用していた者の介護サービス内容という質的

ニードである。 
住み込みでなく時間性の限定されたサービスになればそこにはギャップが生ずる。2003 年の労

委局の調査では、外国人ヘルパーの利用者は住み込み形態を望むという理由で台湾人ヘルパーで

はなく、外国人ヘルパーを雇用していることが示されている。年々要介護者は増加しており介護

労働力へのニーズは高まる一方であるが、措置対象外の者には何ら対策が講じられていないため、

自らそれを解決しようとして、要介護者の半数近くは完全私費で外国人ヘルパーを利用している

のである。この状況を上述のParker 説に即して考えれば、市場から購入している外国人ヘルパー

という介護サービスは各自の要望に応じた、いわばオプション的なものであって、社会福祉とし

て供給するサービスではないということになる。しかし、それは介護保険が未整備であるため、

本来オプションとなるべきものが過半数の要介護者にとって初めから必需的なものとして位置付

けられた結果なのである。 
政府は外国人ヘルパーを削減しながら台湾人ヘルパーを養成していくという方針であるが、外

国人ヘルパーは年々増加しているのである。この状況を整理すると、台湾人ヘルパーという人的

資源は圧倒的に希少である中、その代替として中産階級以上で広く普及している外国人ヘルパー

を削減すれば、台湾人ヘルパーという有限の資源の分配は極めて小さいものとなり、「一部のニー

ドを充足されないまま放置する」ことになる。つまり、これまで措置サービスの対象とされた者

へのサービスの縮小化と外国人ヘルパーの利用者だった者への中途半端なサービス提供という事



日本台湾学会報 第九号（2007.5） 

 

226 

 

態を招くことになり、何れの者にとっても満足度が低いサービスになることが予想される。 
次に、Parker のもう一つの方策である「資源を増加させる」ことについて考える。これは、台

湾人ヘルパー育成によって人的な資源を増加させることになるが、本稿で推定したように政府の

計画では需要に対して供給は足りない状態である。それならば、台湾人ヘルパーを増やせばよい

か、或いは充足されるまで介護保険は施行しないと言うことになるのであろうか。一方では、台

湾人ヘルパーを充足させながらその充足した分外国人を漸減していくということなのか。 
日本ではヘルパーの資格を有する者は約400万人いるが、実働しているのはその1割である37。

この事情を酌むと、台湾でも計画数を育成したとしてもその定着率を考慮して、より多くの人材

を育成しておく必要が考えられる。或いは、ヘルパーの労働条件をより良く整備していくことで

人材を確保していく必要が考えられる。それならば、計画としてもっと多くの台湾人ヘルパーを

育成させればよいということになるが、この論議については、日本が外国人介護労働者を受け入

れるにいたった経緯と併せて熟慮しなければならない。 
台湾において既に広く浸透している外国人ヘルパーは削減すべきではなく、むしろ積極的に利

用すべきであると考える。日本では、介護労働力不足の方策として外国人ヘルパーの導入を検討

しており、自由貿易協定（Free Trade Agreement；FTA）、経済連携協定（Economic Partnership 
Agreement；EPA）により、近々その導入が実現されることになっている38。台湾では、新興産

業国となっていく過程で、工業の分野で多くの外国人ヘルパーを投入した。このようなマンパワー

不足という資源欠乏状態の代替経験を活用して、「純粋資源」の増加が困難な場合の「代替資源」

投入という考え方は、Parker の説を一歩進めることになる。代替資源はオプションとして用いる

ものであり、オプションを購入するものがいればいる分、純粋資源を有効利用することができる。 
外国人ヘルパーを排除して台湾人ヘルパーに置き換える場合には、ヘルパー不足の皺寄せは低

所得者へのサービス給付に及ぶことになる可能性がある。また、これまで外国人ヘルパーを雇用

していた世帯にとっては、介護保険によるサービス提供が一定時間のみに限定されば、それまで

の住み込み外国人ヘルパーによるサービスとの間に大きなギャップが生じ、介護保険制度そのも

のに対して不満が高まると考えられる。 
そこで、本稿では台湾人ヘルパーと外国人ヘルパーの折衷策を提唱し、その有効性を検討する。

住み込み外国人を雇用している約 14 万 2 千万人の要介護者が介護保険実施後も雇用を継続した

場合には 14 万 2 千万人分の台湾人訪問ヘルパーによるサービスが節約でき、外国人を雇用してい

ない要介護者に充てることができる。その場合には何人の台湾人ヘルパーがいればよいかを計算す

る。要介護者100人当たりの理想的なヘルパー数、実在する要介護者数が分かっているので、次の

式を立て、必要なヘルパー数を知ることができる。理想とする要介護者100人当たりのヘルパー数

＝100／（要介護者数／ヘルパー数）とすれば、9.73＝100／｛（338,000－142,000）／ｘ｝となり、

ｘについて解くと 16,151 人である。つまり、台湾の要介護者数 33 万 8 千人からこの 14 万 2 千

万人を差し引いた 19 万 1 千人に対して、訪問ヘルパーを割り当てる場合には約 1 万 6 千人が必

要になる。この場合は政府が計画している2万人のヘルパーで何とか間に合うということになる。 
介護保険に加入している全ての要介護者は介護サービスを受給する権利がある。従って、外国人
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ヘルパーを雇う要介護者に対しては雇用税を廃止して介護保険の給付としての補助を与え、その代

わり他の介護サービスは受給できないという条項を用ければ、外国人ヘルパーと台湾人ヘルパーの

領域を区別できるであろう。この点については、介護保険制度における現金給付と現物給付という

給付形態に大きく関わるものである。そして、介護保険の介護サービスの枠組みとしては、必要

低限のサービスを一階に、オプション的なサービスを二階に据えた「二階建て」が提案される。 
介護保険実施に向けて短期間に介護マンパワー不足問題を解決する鍵は、外国人ヘルパーを削

減して介護保険実施に必要な膨大な量の訪問ヘルパーを養成するのではなく、むしろ外国人ヘル

パーを積極的に投入することであると考える。これは、住み込みで勤務している外国人ヘルパー

を、不足する訪問ヘルパーとして組み入れるということではない。訪問ヘルパーと同じ介護者と

位置付けるのではなく、住み込み外国人ヘルパーとしての資格を与えるということである。そう

すれば、台湾人訪問ヘルパーの職域と外国人住み込みヘルパーの職域は重なり合わず、台湾人の

失業率には影響を与えないと考える。今後、要介護者が増加すればそれに伴い外国人ヘルパーも

台湾人のヘルパーも雇用率は上昇するはずである。また、これまで無資格であった外国人ヘルパー

に対して技能認定試験を実施し資格を与えれば、その質の向上にも繋がると考える。 

 

終わりに 

 

急速に高齢化の進んでいる台湾社会において、政府は、近い将来介護保険を導入する構想案を

打ち出している39。措置制度に代えて、新たに公的介護保険を採用する場合には多くの準備が必

要となる。日本の場合も 1989 年末の「高齢者保健福祉推進十か年戦略」（ゴールドプラン）を起

点にすれば十年を要している。それより、短い準備期間での導入には多くの困難が予想される。

その際、何よりも重視して取り組むべきは、予想される要介護者数にサービスを提供できる介護

者の確保、そして、要介護者が持ち出す要求に応じ得るだけの多様な介護サービスの整備である。

これらが実現されない限り、介護保険をスタートさせても円滑に機能しない。 
住み込みの外国人介護労働者をどのように扱うかという論点は、ドイツや日本では介護保険導

入時に直面しなかった。この独自の問題を逆手に取り、利点として活かすことができれば、台湾

で介護保険が円滑に導入されていくというのが本稿の主張である。また、本稿で構築した理論が

日本で何れ直面すると考えられる外国人ヘルパー問題の対応にどのような影響力を持つか注目す

べき点である。無論、日本で FTA、EPA の締結によって外国人介護者を受け入れることになっ

たが、これはあくまでも協定相手国からの外的な要請に基づいたものであり、日本国内の介護の

現場からの内発的な要請ではない。しかしながら、将来のマンパワー不足を見据えれば、徐々に

外国人介護労働者を受け入れていき介護の現場における意向を把握した上で、体制を整えていく

ことが必要であると考える40。 
台湾政府はドイツ、日本の制度を参考にして基本骨格を作っており、外国人介護労働者の存在

という台湾独自の問題に対処する方法として、外国人ヘルパーを排斥し、全てを台湾人ヘルパー

に切り替えるという手段を打ち立てている。この目的には台湾国内の失業率の改善があり、これ
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はドイツや日本で介護保険制度を実施した際に介護が一つの産業として発展したことを参考にし

たものである。しかし、これでは外国人ヘルパーの存在という台湾独自の問題を解決することに

はならず、問題を揉み消しているにすぎない。外国人ヘルパーを排除して他国の介護制度を当て

嵌めようとすれば、必ず歪みが生ずることになるであろう。台湾の福祉の歴史的な流れ41と外国

人ヘルパーがこれほどにまで増加し広まっている背景を熟慮した上で、マンパワーの確保、財政

を総合的に捉えた台湾独自の介護政策を進めるべきである42。それが「住み分け」であり、本稿

独自のこの案を採用すれば、経済力に照応した、サービスの受け手の満足度が高い介護保険を導

入できると考える。 
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